
輸出事業計画（GFPグローバル産地計画）
※申請者名：大潟村農産物・加工品輸出促進協議会

品目：米・米加工品

・米消費の減少や食生活の多様化が進むなかで、米および米加工品の売上げは思うような成果を得られない状況が続いていたなか、本協議
会を設立し、会員との連携、協力により令和元年度の輸出総額は22,215千円となっており、着実に輸出額が増加してきている。
・しかしながら、生産面では、大区画圃場での有機栽培のため、除草作業の省力化が課題となっており、付加価値の高い有機栽培米の生産
量は減少傾向にあり、生産農家の輸出に対する意識醸成が十分でない。
・販売面では、展示会や商談会等で産地や生産方法について問われることが多いものの、限られた時間で大潟村の魅力や環境に配慮した
生産等の付加価値を海外のバイヤー等に的確に上手に伝えきれていないことから、効率的なＰＲ方法が求められている。
・品目別に見ると、甘酒においては、取引先の発注数量に応えるための増産や低コスト化が求められているとともに、販売拡大にはイスラム教
徒を対象としたハラール認証等の取得が必要である。また、米粉餃子においては、新商品（グルテンフリー・ノンミートの米粉焼売や餃子の皮
）の開発ニーズや、欧米への輸出拡大を見据えたビーガンやベジタリアンを対象とした畜肉のコンタミリスクを完全排除する専用製造ライン化の
要望があり、増産や認証取得、新商品開発等については会員各社が対応するとともに、協議会では開発された新商品等について、現在の
取引先だけでなくＢｔｏＢやＢｔｏＣを含めて幅広いニーズ、評価の収集と販売拡大支援をしていく必要がある。

様式２

１．輸出における現状と課題

４．輸出目標額

①ＧＡＰ研修の実施
・認定農業者等を対象に、協議会所属の指導員が講師となりＧＡＰについての研修会を行い、生産者の農業規範意識を高めるとともに認
証取得を促進し、米を輸出する際の食品の安全性を高める。
②スマート農業による農作業の省力化の普及
・有機栽培の取組面積減少の大きな要因となっている除草作業の効率化のため、秋田県立大学と協議会員が無人除草機等の開発研究
を実施し、試験結果について協議会等において情報提供を行い、有機栽培米の増産と輸出の拡大を図る。
③各種研修会、ＧＦＰ会議等への参加
・ＧＦＰ関連の研修会、説明会、イベント等に積極的に参加することで、輸出に関連する情報の収集および輸出拡大の大きな鍵となる人
的ネットワークの構築に努める。
④ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）と環境保全型農業の評価
・米の付加価値を高めるため、国際的に関心の高いＳＤＧｓのうち15番目（陸の豊かさも守ろう）のターゲットとなっている生物多様性に
着目し、大潟村が有機栽培や減農薬減化学肥料栽培など、環境に配慮した先進的な産地であることを強みに輸出の拡大を図っていく。
⑤展示会・商談会への参加
・協議会員がそれぞれ輸出拡大を狙っているエリアやターゲット別に、各種商談会を選定して参加するとともに、県やジェトロの事業を活用し、
効率的かつ効果的にニーズの把握や新たな商品等の評価、改良や改善点などを把握する。

２．輸出事業計画の取組内容

３．輸出事業計画の実証と見直しを行うためのPDCA実施体制
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